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　予算案は、現在開会中の令和7年第1回区議会定例会で審議されます。

■不合理な税制改正等に対する
　特別区の主張

■ふるさと納税の新宿区への影響

　法人住民税の一部国税化や地方消費税の清算基準の見直し、ふるさと
納税制度等の不合理な税制改正によって、特別区は貴重な税源を奪われ
続けています。しかし、特別区には、首都圏特有の財政需要があり、将来に
わたって膨大な額の財源が必要です。さらに、長引く物価高騰の影響は、
特別区の財政にも大きな影響を与えており、先行きが依然として不透明な
状況です。
　地方財源の不足や地域間の税収格差の是正は、地方の財源を吸い上
げることなく、国の責任において地方交付税の法定率を引き上げ、調整す
るべきものであり、自治体間に不要な対立を生むような措置は是正され
なければなりません。
1 不合理な税制改正による影響は深刻
　特別区への影響額は、令和6年度で約3,200億円、平成27年度からの
累計で約1兆9,000億円にもなり、「東京は財源に余裕がある」等の一方的
な見方によって、税金が国に奪われています。これは、応益負担や負担分
任という地方税の本旨を無視したものです。
2 ふるさと納税制度は廃止を含め抜本的な見直しが必要
　令和6年度の特別区における住民税の減収額は、特別区全体で約930
億円となり、これは特別区民税の10％に迫る規模となっています。また、
平成27年度からの累計額は、4,500億円を超えました。ふるさと納税制度
は、地方自治体の行政サービスに要する経費を地域の住民が負担し合う
住民税の在り方を逸脱し、地方自治の根幹を破壊するものです。今こそ、
制度を巡るさまざまな問題に対処すべく廃止を含めた抜本的な見直しを
行うべきです。　
3 東京の地方財源が突出しているわけではない
　人口1人当たりの地方税収の格差是正のため、地方税の見直しが必要
との見方がありますが、地方税に地方交付税等を合わせた人口1人当たり
の地方財源を他の道府県と比較すると、東京が突出して多いわけではあり
ません。今後も膨大な財政需要への対応が不可欠な中、東京一極集中を
理由とした、偏在是正措置については、決して容認することはできません。
4 今後も多くの財源が必要
　特別区は高齢者の急増や首都直下地震等の自然災害への備え、膨大な
公共施設の改築需要への対応をはじめ、今後も多くの財源が必要です。
5 地方税財源の拡充こそ地方分権のあるべき姿
　国の責任により地方税財源総体を拡充し、自治体が責任をもって役割を
果たすことこそが地方分権の本来の姿です。今後も、地方税財源の充実・
確保、不合理な税制の是正を国に求めていきます。
※詳しくは、特別区長会ホームページ「不合理な税制改正等に対する特別
区の主張（令和６年度版）」（HP https://www.tokyo23city-kuchokai.
jp/katsudo/shucho.html）をご覧ください。

　ふるさと納税制度は、ふるさとや地域団体のさまざまな取り組みを応援
する気持ちを形にする仕組みとして、平成20年度に導入されました。ふる
さと納税の影響により、新宿区の特別区民税の減収額は増加し続けてお
り、令和5年度は約39億円（学校給食無償化に必要な経費の約3年分）、
累計額は約184億円となっています。地方交付税制度では、ふるさと納税
により減収があった交付団体には補填される仕組みとなっていますが、不
交付団体である特別区は補填されず、ふるさと納税による減収額は行政
サービスの低下につながります。また、返礼品代や
仲介業者への手数料が寄附額の約半分を占める
ため、行政サービスに使える経費は、残りの半分程
度となってしまうことも問題です。区は、今後とも
特別区長会を通じてふるさと納税制度の改善を求
めていきます。

7年度会計別当初予算案
（△は減）

会計区分 7年度予算額 増減額（6年度比） 増減率

一般会計 1,884億6,022万9千円 39億6,220万3千円 2.1%

国民健康保険
特別会計 387億7,817万4千円 △8億3,728万8千円 △2.1%

介護保険特別会計 271億206万4千円 9億640万9千円 3.5%

後期高齢者医療
特別会計 90億6,903万4千円 3億7,258万円 4.3%

合計 2,634億950万1千円 44億390万4千円 1.7%

令和令和77年度年度予算案予算案をを
　お知らせします　お知らせします

　令和7年度予算案を、「物価や賃金、金利等の上昇を前提とし
た新たな局面を迎えるなか、現下の社会経済状況の変化に的
確に対応しつつ、中長期的な区政課題に対応するための安定
した財政基盤を確立する予算」として編成しました。
　今回は、会計別当初予算案のほか、7年度に実施する第三次実行計画事
業について、予算見積もりの査定結果をお知らせします。
問 財政課☎（5273）4049

（単位：千円）

個別施策名 予算額 見積もりからの
増減額 主な調整内容

災害に強い、逃げないですむ安全なまちづくり 2,579,642 783,307 耐震改修工事費補助の対象や補助率の拡充

災害に強い体制づくり 25,623 0 被災者生活再建支援体制の強化、マンション防災対策の充実ほか（見積もりどおり）

〉〉〉26億2,329万3千円

新宿の高度防災都市化と安全安心の強化基本政策Ⅱ

〉〉〉37億227万円

賑わい都市・新宿の創造基本政策Ⅲ

（単位：千円、△は減）

個別施策名 予算額 見積もりからの
増減額 主な調整内容

道路環境の整備 1,019,832 55,610 江戸川橋通り道路改良工事の事業進捗による工事費の増額
豊かなみどりの創造と魅力ある公園等の整備 496,530 6,934 公園トイレ改修工事費や委託料の増額
地球温暖化対策の推進 798,600 64,423 照明設備LED化対象施設追加による工事費の増額や調査委託料の計上
まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造 61,968 △33 新宿の歴史・文化の魅力向上にかかる旅費の精査による減額

〉〉〉61億6,879万円［1,122万円］

健全な区財政の確立基本政策Ⅳ

（単位：千円）

個別施策名 予算額 見積もりからの
増減額 主な調整内容

効果的・効率的な
行財政運営 96,089 3,201

本庁舎等に試行導入する窓口受付
支援システム運用経費の計上
労務単価上昇による「新宿区納付案
内センター」運営委託料の増額

〉〉〉8,667万7千円［431万円］

好感度1番の区役所基本政策Ⅴ

（単位：千円）

個別施策名 予算額 見積もりからの
増減額 主な調整内容

職員の能力開発、
意識改革の推進 8,164 83 DXを推進するための人材育成にかかる経費の増額

7年度に実施する第三次実行計画事業　179億8,558万7千円の内訳　［　］内は特別会計（内数）

「令和7年度予算（案）の概要」を
作成しました
　予算案のあらましや、主要施策の概要等を
掲載しています。財政課（本庁舎3階）、区政情
報センター（本庁舎1階）で配布しているほか、
新宿区ホームページ（上二次元コード）でご覧
いただけます。

　第三次実行計画は、総合計画の5つの基本政策に基づき、6年度～9年度に計画
的・優先的に推進する事業をまとめたものです。7年度は、一般会計歳出予算（上円
グラフ）の各経費のうち179億4,313万5千円、特別会計歳出予算の各経費のうち
4,245万2千円、合計179億8,558万7千円が第三次実行計画事業に充てられます。
　また、第三次実行計画で取り組む事業の一部について、予算額と見積もりからの
増減額、主な調整内容をお知らせします。〉〉〉54億455万7千円［2,692万2千円］

暮らしやすさ1番の新宿基本政策Ⅰ

（単位：千円、△は減）

個別施策名 予算額 見積もりからの
増減額 主な調整内容

生涯にわたり心身ともに健康で暮らせる健康寿命の延伸に向けた取組の充実 91,654 5,144 労務単価上昇によるウオーキングイベントにかかる委託料の増額

住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括ケアシステムの推進 91,956 22,603 払方町国有地を活用した認知症高齢者グループホーム等施設整備の進捗による補助金の増額

安心できる子育て環境の整備 2,848,991 311,737 落合第一小学校内学童クラブと北新宿第一学童クラブの定員拡充に伴う委託料等の増額
未来を担う子どもたちの生きる力を伸ばす教育の充実 1,489,986 △640,230 児童・生徒1人1台のタブレット端末の更新によるリース料の減額
セーフティネットの整備充実 75,273 2,394 労務単価上昇による学習支援事業にかかる委託料の増額

地域の課題を共有し、ともに考え、地域の実情に合ったまちづくりの推進 98,097 △3,969 SNSを活用した大久保地区の回遊性向上を図るための経費の精査による減額

構成比の合計が100になるように端数処理しています（（　）は総額に占める構成割合）。

一般会計歳入予算の内訳

総額
1,884億
6,022万
9千円

一般
財
源

特
定
財
源

特別区税
579億9,708万3千円
（30.8％）

特別区民税
518億5,388万2千円
（27.5％）

特別区たばこ税
59億6,491万5千円
（3.2％）

軽自動車税
1億1,571万3千円
（0.1％）

入湯税
6,257万3千円（0.0％）

特別区交付金
322億1,300万円（17.1％）地方消費税交付金

144億4,108万9千円（7.7％）

財政調整基金繰入金
47億7,801万円（2.5％）

その他一般財源
97億1,357万円（5.1％）

国庫支出金
330億4,440万9千円
（17.5％）

都支出金
158億6,422万2千円
（8.4％）

特別区債
73億5,000万円（3.9％）

使用料及び手数料
53億7,291万2千円
（2.9％）

その他特定財源
76億8,593万4千円
（4.1％）

一般財源：1,191億4,275万2千円
特定財源：693億1,747万7千円

構成比の合計が100になるように端数処理しています（（　）は総額に占める構成割合）。

一般会計歳出予算の内訳

総額
1,884億
6,022万
9千円

議会費
7億8,923万2千円（0.4%）★2,238円

総務費
146億8,866万円
（7.8%）★4万1,644円

地域振興費
99億1,413万円
（5.2%）★2万8,108円
文化観光産業費
61億9,314万7千円
（3.3%）★1万7,558円
福祉費
485億6,675万2千円
（25.8%）★13万7,693円

健康費
190億5,933万2千円
（10.1%）★5万4,036円

環境清掃費
101億1,960万6千円
（5.4%）★2万8,691円

土木費
131億8,778万5千円
（7.0%）★3万7,389円

教育費
207億1,824万9千円
（11.0%）★5万8,739円

公債費
23億3,545万8千円
（1.2%）★6,621円

諸支出金
37億1,666万4千円
（2.0%）★1万537円

予備費
3億円（0.2%）★851円

子ども家庭費
388億7,121万4千円
（20.6%）★11万205円

★は区民1人当たりの歳出額53万
4,310円（1月1日現在の新宿区の人口
35万2,717人から算出）の内訳
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